
平成24年度青森県
財務諸表のポイント

新地方公会計制度に基づく

普通会計・連結財務書類４表
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財務書類の作成・公表

・ 「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針（平成１８年８月３１日総務事務次
官通知）」において、普通会計ベース及び連結ベースの財務書類４表（貸借対照表、行政コスト
計算書、資金収支計算書、純資産変動計算書）を国の作成基準（基準モデル又は総務省方式改訂
モデル）により整備することが求められている。

・ 県では普通会計・連結財務書類４表を総務省方式改訂モデルにより作成し、公表するものである。

行政コスト計算書

　資産　【3兆5,817億円】 　負   債 【1兆5,515億円】  経常行政コスト　 【5,539億円】

－

　…   経  常  収  益  　【  161億円】

　歳計現金　【235億円】 　純資産 【2兆  302億円】 ＝

　… 純経常行政コスト　【5,378億円】

純資産変動計算書

     期首純資産残高 　【2兆  685億円】

－

純経常行政コスト　【5,378億円】

＋

一般財源、補助金等受入 【5,363億円】

－

  臨 時 損 益 等  　【    368億円】

＝

    期末純資産残高　 【2兆  302億円】

＝

期末歳計現金残高　【235億円】

   歳計現金増減額　【  18億円】

＋

期首歳計現金残高　【217億円】

＝

支    出　【7,104億円】

〈普通会計財務書類４表の関係〉

貸借対照表

資金収支計算書

収    入　【7,122億円】

－
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・新規投資の抑制と減価償却の進行等による有形固定資産の減（▲４１６億円）

・(社)青い森農林振興公社からの民事再生手続きの申立により貸付金を債権放棄したこと等による回収不能見込額の増
※

（▲２２５億円）
※「回収不能見込額」の増は、マイナスが増える。

・満期一括償還地方債の元金償還に充てるための減債基金への積立の増等による現金預金の増（＋１２８億円）

・行財政改革の推進による職員数の減少に伴う退職手当引当金（翌年度支払予定退職手当を含む）の減（▲３６億円）

・国営土地改良事業費負担金等に係る長期未払金の減（▲３１億円）

・新規発行の抑制による地方債（翌年度支払い予定地方債を含む）の減（▲１４億円）

普通会計貸借対照表
資産の部 ３兆５，８１７億円（▲４６９億円、１．３％の減）

負債の部 １兆５，５１５億円（▲８６億円、０．５％の減）

純資産の部 ２兆 ３０２億円（▲３８３億円、１．９％の減）

公共資産

3兆3,052億円

（▲426億円）

固定負債

1兆4,129億円

（▲203億円）

投資等

2,068億円

（▲181億円）

流動負債

1,386億円

（＋117億円）

流動資産

697億円

（＋138億円）

純資産

2兆302億円

（▲383億円）

資産の部

3兆5,817億円

（▲469億円）

負債の部・

純資産の部

3兆5,817億円

（▲469億円）
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行政コスト計算書

当年度の行政サービスに要する費用のうち、資産形成につながらないもの

・人に係るもの…人件費の減（▲５８億円）

・物に係るもの…物件費の減（▲３２億円）

・移転支出的なもの…他団体への公共資産整備補助金等の減（▲４１億円） 等

行政サービスに対する直接の受益者負担

・使用料・手数料 １０１億円（＋２億円）

・分担金・負担金・寄附金 ６０億円（＋８億円）

経常行政コストから経常収益を差し引いた額で、地方税や地方交付税といった一般財源や基金の取り崩しで賄わな

ければならないコスト。経常行政コストの減及び経常収益の増により減少。

経常行政コスト ５，５３９億円（▲２２９億円、４．０％の減）

経常収益 １６１億円（＋１０億円、６．４％の増）

純経常行政コスト ５，３７８億円（▲２３９億円、４．２％の減）

経常収益

161億円（＋10億円）

人に係るもの

1,766億円（▲85億円）

純経常行政コスト

5,378億円（▲239億円）

物に係るもの

1,626億円（▲24億円）

移転支出的なもの

1,903億円（▲101億円）

その他

244億円（▲19億円）

0億円 1,000億円 2,000億円 3,000億円 4,000億円 5,000億円 6,000億円

24年度

5,539億円
（▲229億円）
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純資産変動計算書

「純資産変動計算書」とは、地方公共団体の純資産（資産から負債を差し引いた残余）

が、一会計期間にどのように増減したかを示すものである。

期首純資産残高 ２兆 ６８５億円

・経常行政コスト ▲５，５３９億円

・経常収益 １６１億円

・一般財源 ４，１２５億円（地方税 １，３６０億円、地方交付税 ２，３８９億円等）

・補助金等受入 １，２３８億円

・臨時損益 ▲ ３７３億円（未払金 １３０億円、災害復旧事業費 １８９億円等）

・資産評価替え等 ５億円

期末純資産残高 ２兆 ３０２億円 （２４年度中の変動額 ▲３８３億円）



資金収支計算書
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全体収支
１８億円

期末資金残高
２３５億円

「資金収支計算書」は現金の流れを示すものであり、その収支を性質に応じて、経常的

収支、公共資産整備収支、投資・財務的収支と区分している。

（支出の主なもの）

人件費 １，７８０億円、補助金等 １，１８８億円

（収入の主なもの）

地方税 １，３５９億円、地方交付税 ２，３８９億円

（支出の主なもの）

公共資産整備支出 ８４３億円、公共資産整備補助金等支出 ４６９億円

（収入の主なもの）

国庫補助金等 ３７０億円、地方債発行額 ４６３億円

（支出の主なもの）

貸付金 ５１６億円、基金積立額 １７９億円、地方債償還額 １，０７１億円

（収入の主なもの）

貸付金回収額 ５３２億円、国庫補助金等 １１９億円

経常的収支の部（経常的な行政活動による資金収支） １，５８６億円

公共資産整備収支の部（公共事業等に伴う資金収支） ▲ ４２２億円

投資・財務的収支の部（投資活動や地方債の償還等による資金収支）

▲１，１４６億円
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連結財務書類４表
普通会計、公営事業会計（8事業会計）及び県が1/4以上を出資する第三セクター等

（2地方独立行政法人、地方三公社、第三セクター等20団体）を連結対象として作成。

連結行政コスト計算書

資産　【3兆7,509億円】 負債　【1兆6,425億円】 経常行政コスト　【6,043億円】

－

… 経常収益　【668億円】

資金　【958億円】 純資産 【2兆1,084億円】 ＝

 うち財政調整基金等 純経常行政コスト　【5,375億円】

　　　　　　　　　【444億円】

 うち現金等　 【514億円】

…

連結純資産変動計算書

期首純資産残高　【2兆1,918億円】

－

純経常行政コスト　【5,375億円】

＋

一般財源、補助金受入等　【5,373億円】

－

臨時損益等　【832億円】

＝

期末純資産残高　【2兆1,084億円】期末資金残高　【514億円】

期首資金残高　【477億円】

＝

資金増減額　【37億円】

＋

支出　【7,693億円】

＝

収入　【7,730億円】

－

連結資金収支計算書

〈連結財務書類４表の関係〉

連結貸借対照表
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連結貸借対照表

＜連単比率 連結決算が普通会計の何倍になっているかを示すもの＞
○資産合計額 ３兆７，５０９億円（連単比率１．０５倍）
○負債合計額 １兆６，４２５億円（連単比率１．０６倍）
○純資産合計額 ２兆１，０８４億円（連単比率１．０４倍）

いずれの連単比率も１．０５倍程度と小さく、また、資産合計額の連単比率１．０５倍は、
負債合計額の連単比率１．０６倍を下回っていることから、資産合計額と負債合計額の差引
により算出される純資産額の割合は、低くなっている。
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連結行政コスト計算書
○連結対象のみの行政コスト計算書

・連結対象のみ（公営事業会計及び第三セクター等）の行政コスト計算書の純経常行政
コストは５億円となっている。主な要因は、下水道事業の２６億円で、減価償却費
のうち、一部において受益者負担（経常収益）から除外されるものがあることによる。

○連結行政コスト計算書
・会計間取引の相殺消去により、地方税や地方交付税といった一般財源や基金の取り崩
しで賄わなければならない純経常行政コストは、普通会計より３億円の減となる。



9

連結純資産変動計算書

・経常行政コスト ▲６，０４３億円

・経常収益 ※  ６６８億円

・一般財源 ※ ４，１２３億円（地方税 １，３６０億円、地方交付税 ２，３８９億円等）
・補助金等受入 ※ １，２５０億円
※はコストを賄うための収入。（コストを収入で賄いきれずコスト超過となっている。）

・臨時損益 ▲７２０億円（災害復旧 △１８９億円、資産評価損益△３５０億円等）
・その他 ▲１１２億円

○期首純資産残高 ２兆１，９１８億円

○期末純資産残高 ２兆１，０８４億円 （２４年度中の変動額 ▲８３４億円）

（参考）連結対象のみの純資産変動額 ▲318億円
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連結資金収支計算書

○経常的収支の部（経常的な行政活動による資金収支） １，６４９億円
（支出：４，３８９億円、収入：６，０３８億円）

【主なもの】
・人件費 １，９６５億円 ・地方税 １，３５９億円
・補助金等 １，１８５億円 ・地方交付税 ２，３８９億円

・国県補助金等 ７７５億円

○公共資産整備収支の部（公共事業等に伴う資金収支）▲４３４億円
（支出：１，３５８億円、収入：９２４億円）

【主なもの】
・公共資産整備支出 ８７９億円 ・国県補助金等 ３８０億円
・公共資産整備補助金等支出 ４６９億円 ・地方債発行額 ４７５億円

○投資・財務的収支の部（投資活動や地方債の償還等による資金収支）
▲１，１７８億円

（支出：１，９４７億円、収入：７６９億円）

【主なもの】
・貸付金 ５０１億円 ・国県補助金等 １１９億円
・地方債償還額 １，１０４億円 ・貸付金回収額 ５３２億円

（参考）連結対象のみの全体収支 ２２億円、資金残高 ２８２億円

全体収支
３７億円

期末資金残高
５１４億円


